
国立大学法人愛知教育大学 

附属学校規則（抄） 

第１章 総  則  

（趣旨）  

第１条 この規則は，国立大学法人愛知教育大学学則 （2004 年学則第１号）第 29 条第５項の規定に基づ

き，愛知教育大学附属幼稚園，附属名古屋小学校，附属岡崎小学校，附属名古屋中学校，附属岡崎中

学校，附属高等学校及び附属特別支援学校（以下「附属学校」という。）について，必要な事項を定め

る。  

（目的）  

第２条 附属学校は，教育基本法（平成 18年法律第 120号）及び学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

その他関係法令に規定する教育又は保育を施すとともに，愛知教育大学（以下「大学」という。）と協力

して，以下の各号の任務を行うことを目的とする。  

(1)幼児，児童及び生徒（以下「児童等」という。）の教育に関する研究を行うこと  

(2)学生の教育実地研究の実施  

(3)研究成果を広く教育界の参考に供すること  

(4)教員の現職教育に資すること  

 

第２章 附属学校組織  

（附属学校）  

第３条 附属学校の名称及び所在地は，次のとおりとする。  

愛知教育大学附属高等学校 刈谷市井ヶ谷町広沢１  

（職員）  

第４条 附属学校に校長（附属幼稚園にあっては，園長と称す。以下同じ。）副校長（附属幼稚園にあっては，副

園長と称す。以下同じ。），教頭（附属幼稚園を除く。），教諭，養護教諭及び事務職員を置く。  

２ 前項に規定するもののほか，主幹教諭，栄養教諭 その他必要な職員を置くことができる。  

３ 職員の職務は，学校教育法，学校教育法施行規則 （昭和 22年文部省令第 11号，以下「施行規則」

という。） その他の法令によるもののほか，学長が別に定める。  

 

第４章 修業年限，学年，学期及び休業日  

（修業年限）  

第 14条 附属学校（附属幼稚園を除く。）の修業年限は，それぞれ学校教育法の定めるところによる。 

（学年）  

第 15条 学年は，毎年４月１目に始まり，翌年３月 31日に終わる。 

（学期）  

第 16条 学年は，次の２学期又は３学期とし，校長が定め，あらかじめ学長へ報告しなければならない。  

 (1)2学期 前期 ４月１日から 10月 31日まで 

           後期 11月１日から３月３１日まで 

 



(2)3学期 第１学期 ４月１日から８月 31日まで  

第２学期 ９月１日から 12月 31日まで  

第３学期 １月１日から３月 31日まで  

（休業日）  

第 17条 休業日は，次のとおりとする。  

(1)国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日  

(2)日曜日及び土曜日  

(3)附属学校が別に定める春季休業，夏季休業及び冬季休業  

２ 校長は，教育上必要があり，かつ，やむを得ない理由があるときは，前項に規定する休業日を変更し，若しく

は臨時に休業日を定め，又は休業日の期間中においても授業を課すことができる。この場合は，この旨を速

やかに学長に報告しなければならない。  

 

第５章 教育課程及び学習の評価  

（教育課程及び授業日時数）  

第 18 条 教育課程及び授業日時数は，学校教育法，施行規則及びその他の法令並びにこれらに基づく学習

指導要領等に基づき定める。  

（学習の評価）  

第 19条 学習の評価に関する基準及びその方法は，校長が別に定める。  

 

第６章 入学，編入学及び転入学  

（入学の時期）  

第 20条 入学の時期は，学年の始めとする。ただし，第 26 条に規定する編入学又は転入学の場合は，この限

りではない。  

（入学出願）  

第 21 条 附属学校に入学を希望する者（以下，｢入学希望者｣ という。），は，入学願書及び入学願書に定め

る書類を添えて，所定の期日までに校長に願い出なければならない。  

２ 入学希望者は，前項の出願に当たっては，別に定める額の検定料を納付しなければならない。 

（検定料の返還）  

第 22条 納付された検定料は，返還しない。  

（入学者の選考）  

第 23 条 入学者の選考は，第 21 条の規定に基づき出願をした者について，別に定めるところにより，当該附

属学校の校長が行う。  

（入学手続及び入学許可）  

第 24 条 前条の選考結果に基づき合格の通知を受けた者であって当該附属学校に入学を希望する者は，所

定の期日までに別に定める書類を提出するとともに，附属幼稚園，附属高等学校及び附属特別支援

学校高等部にあっては，別に定める額の入学料（附属幼稚園にあっては，入園料と称す。以下同じ。）

を納付しなければならない。  

２ 校長は，前項の入学手続を完了した者（次条に規定する入学料の免除又は徴収猶予を申請し，受



理された者を含む。）に入学を許可する。  

３ 納付された入学料は，返還しない。  

 

（入学料の免除及び徴収猶予）  

第 25 条 附属幼稚園，附属高等学校及び附属特別支援学校高等部における入学料は，特別な事情により， 

入学料の納付が著しく困難であると認められる場合は，入学料の全額若しくは一部を免除し，又はそ

の徴収を猶予することができる。  

２ 前項に規定する入学料の免除及び徴収猶予に関し必要な事項は，別に定める。  

（編入学及び転入学）  

第 26 条 附属学校に編入学又は転入学を志願する者があるときは，校長は，定員の欠員状況等により，相当

学年に編入学又は転入学を許可することができる。  

２ 第２１条から第 25条の規定は，編入学及び転入学の場合に準用する。  

 

第７章 休学，復学，転・退学，留学，出席停止及び除籍  

（休学）  

第 27条 疾病その他特別の事由により，長期にわたって修学することができない者は，校長の許可を得て休学

することができる。  

（復学）  

第 28条 休学の期間中にその事由が解消したときは，校長の許可を得て，復学することができる。  

（転学）  

第 29条 附属学校の児童等で転学しようとする者は，校長の許可を得なければならない。  

２ 附属学校の児童等で，保護者が別に定める通学区域外に居住することとなった者は，転学しなけれ

ばならない。ただし，保護者が外国に居住する場合であって，当該通学区域内に居住する代理人を定め，

校長に届け出たときは，この限りではない。 

（留学）  

第 30 条 附属高等学校の生徒で，外国の高等学校で学修しようとするときは，校長に願い出，留学の許可を

得なければならない。  

２ 留学に関する規定は，別に定める。  

（退学）  

第 31条 附属学校の児童等で退学しようとする者は，校長の許可を得なければならない。  

（出席停止）  

第 32 条 校長は，次の各号に掲げる行為の一又は二以上を繰り返し行う等性行不良であって，他の児童等 

の教育に妨げがあると認める児童等があるときは，学長の承認を経て，その保護者に対して，児童等

の出席停止を命ずることができる。  

(1)他の児童等に傷害，心身の苦痛又は財産上の損失を与える行為  

(2)職員に傷害又は心身の苦痛を与える行為  

(3)施設又は設備を損壊する行為  

(4)授業その他の教育活動の実施を妨げる行為 



２ 校長は，感染症にかかっており，若しくはその疑いがある児童等感染症予防上必要があると認めると

き，又は児童等の健康上必要があると認めるときは，その児童等の出席停止を命ずることができる。  

 

（除籍）  

第 33条 次の各号のいずれかに該当する者は，校長は，児童等を除籍することができる。  

(1)児童等が病気その他の理由により，成業の見込みがないと認められるとき，又は死亡若しくは行 

方不明になったとき  

(2)附属幼稚園，附属高等学校及び附属特別支援学校高等部の幼児及び生徒で，授業料（附属幼

稚園にあっては，保育料と称す。以下同じ。）の納付を怠り，督促してもなお納付しなかったとき  

(3)附属幼稚園，附属高等学校及び附属特別支援学校高等部の幼児及び生徒で，入学料若しくは授

業料の免除又は徴収猶予を申請した者のうち，免除又は徴収猶予が不許可となった者，一部につ

いて免除が許可となった者で，徴収猶予期間を超えて，なお入学料又は授業料を納付しなかった

とき  

 

第８章 授業料の納入等  

（授業料の納入）  

第 34 条 附属幼稚園，附属高等学校及び附属特別支援学校高等部における授業料は，月額の６ヶ月分を次

の２期にそれぞれ納めなければならない。  

前期 ４月１日から４月 30日まで  

後期 10月１日から 10月 31日まで  

２ 前項の規定にかかわらず，本人の申し出により，前期分の授業料を納めるときに，当該年度の後期

分の授業料を併せて納めることができる。  

３ 第１項の規定にかかわらず，経済的理由によって同項の納付期限までに授業料の納付が困難であ

る場合には，別に定めるところにより，許可を得て，月割で納めることができる。  

（授業料の額）  

第 35条 授業料の額は別に定める。  

（復学等における授業料の納入）  

第 36 条 前期又は後期の途中において復学，編入学又は転入学（以下「復学等」という。）をした者の納める

授業料の額は，授業料の月額に，復学等の日の属する月から当該期末までの月数を乗じて得た額と

し，復学等をした月に納めなければならない。  

２ 復学等をした者の授業料の額は，当該者の属する年次の在学者に係る授業料の額と同額とする。  

（退学等における授業料）  

第 37 条 前期又は後期の中途において,退学及び転学した者の授業料はこれを納めなければならない。ただ

し，第33条の規定により除籍を命ぜられた者の入学料又は授業料は，別に定める規程により当該者

に係る未納の入学料又は授業料を免除することができる。  

（高等学校等就学支援金の受給権者に係る授業料の額等）  

第 38 条 第 34 条の規定にかかわらず，公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金

の支給に関する法律（平成 22年法律第 18号）第５条の規定に基づき，高等学校等就学支援金の



受給資格の認定を受けた者（以下この条において「受給権者」という。）に係る授業料の額は，第 35

条に定める授業料（月額）の額に受給権者が月の初日に在学する月数を乗じて得た額とし，その徴

収については，学長が受給権者に代わって高等学校等就学支援金を受領することをもって充てる。  

（授業料の免除及び徴収猶予）  

第 39 条 附属幼稚園，附属高等学校及び附属特別支援学校高等部における授業料は，経済的理由により， 

授業料の納付が困難であり，かつ，学業優秀と認められる場合は，授業料の全額若しくは一部を免

除し，又はその徴収を猶予することができる。  

２ 前項に規定する授業料の免除及び徴収猶予に関し必要な事項は，別に定める。  

（授業料の返還）  

第 40 条 休学，転学又は退学を許可された者について，当該異動が許可された日の属する月の翌月以降の

授業料が納付済みの場合は，相当額を返還する。  

 

第９章 賞  罰  

（表彰）  

第 41 条 校長は，特別な善行があって他の児童等の模範となる児童等があるときは，これを表彰することがで

きる。  

（懲戒）  

第 42 条 校長は，次の各号の一に該当する児童等があると認めるときは，児童等に懲戒を加えることができる。

この場合，児童等の心身の発達に応ずる等教育上必要な配慮をしなければならない。  

⑴ 本校の規則に違反した者  

⑵ 校内の秩序を乱し，その他生徒としての本分に反した者  

⑶ 性行不良で改善の見込みがないと認められる者  

⑷ 正当な理由がなくて出席が常でない者 

⑸ 愛知教育大学におけるハラスメント防止等に関する規程に基づく学長命令によるもの  

２ 懲戒は，退学，停学及び訓告とする。ただし，停学は，附属名古屋小学校，附属岡崎小学校，附属名古屋

中学校及び附属岡崎中学校並びに附属特別支援学校小学部及び中学部の児童又は生徒に対しては，

これを行うことはできない。  

３ 校長は，前項の規定による懲戒を加えたときは，学長に報告するものとする。  

 

第 15章 附属高等学校  

（学級数及び定員）  

第 62条 附属高等学校の学級数及び生徒の定員は，次のとおりとする。  

区  分  学級数  学級定員  総定員 

全日制普通科  12  30  360 

 

 

 



（課程修了の認定）  

第 63条 校長は，所定の課程を修了したと認定した生徒には，修了証書を授与する。  

２ 各学年の課程を修了したと認められない者については，校長は，これを原級にとどめることができる。  

（卒業の認定）  

第 64条 校長は，全課程を修了したと認定した生徒には，卒業証書を授与する。  

（入学資格）  

第 65 条 附属高等学校に入学することのできる者は，中学校若しくはこれに準ずる学校を卒業した者若しくは

中等教育学校の前期課程を修了した者，又は，施行規則第95条に規定する各号のいずれかに該

当する者で，愛知県内に保護者と同居し，そこを生活の拠点として，自宅から通学できる者とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



学割（学校学生生徒旅客運賃割引）制度について 

 

この制度は，生徒生活の経費負担をいくぶんでも軽減し，勉学に専念できるようにとの教育奨励の見地から

実施されている制度であって，生徒個人の自由な権利として使用できるものではなく，上記の趣旨にもとづき，

原則として次の目的をもって旅行する必要があるときに限り使用できるものです。  

 

１．休暇・所用による帰省  

２．実験・実習などの正課の教育活動  

３．学校が認めた特別教育活動または体育・文化に関する正課外の教育活動  

４．就職または進学のための受験等  

５．学校が修学上適当と認めた見学または行事への参加  

６．傷病の治療その他修学上支障となる問題の処理  

7.保護者の旅行への随行 

 

この学割証によって，鉄道・航路または自動車線のいずれかの区間を片道 100 キロメートルをこえて旅行す

る場合に，その運賃が２割引になるものです。 

学割証の使用に際しては，定められた諸事項を厳守し，記名人以外の使用など違反行為のないよう十分注 

意して下さい。不正使用者には，その在学期間中における証書の発行を停止します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



諸証明書・願・届出等の手続について 

 

⑴ 直接事務室に申し出て，申請をするもの。 

・在学証明書   ・通学証明書  

・卒業証明書   ・旅客運賃割引証［学割証］ 

 

⑵ 担任に申し出て，申請用紙をもらうもの。  

・卒業見込証明書  

・成績証明書   ・異装許可願      ・自転車通学届  

 

⑶ 次の場合は，担任に書面にて届出を提出すること。  

・住所地名変更届（「住民票」を添えて提出）  

・保護者    ・欠席届※  

・遅刻届※   ・早退届※  

（※事前にわかっている場合や長期にわたる場合，および考査時）  

 

⑷ 次の場合は，届出をする前に，担任または部活動顧問および生徒指導部に許可を受けること。  

・休日に出校したい場合  

・学校の施設・設備を使用したい場合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



各分掌より 

Ⅰ 教育課程（カリキュラム） 

１ 教育課程（カリキュラム）とは 

学校の教育目標を達成するために、法令に示すところに従い、地域や学校の実態および生徒の能力・適

性・進路等を考慮し、学習活動を教育的に編成して、それらの学習が、いつどこで、いかにして行われるか、を

体系的に示した全体計画をいう。したがって、教育課程は、その学校の教育目標や特徴をもっとも具体的に

示すものである。 

 

２ 単位とは 

   各教科・科目の単位とは１単位時間を 50分とし、年間 35単位時間の授業を１単位として計算する。 

 

３ 単位修得の認定について 

   次の条件のいずれも満たした者に単位を認定する。 

（１）規定数以上の出席時間を満たした者。 

（２）各教科・科目の履修成果がその教科・科目の目標からみて、ほぼ満足できる者。 

 

４ 進級及び卒業の認定について 

年度内における所定の教科・科目の単位の修得が認定され、かつ各教科以外の教育活動（ホームルーム、

生徒会活動、および学校行事）の成果が良好と認められる者について、進級（卒業）が認められる。 

 

５ 本校の教育課程 

（１）コース（類型） 

コース（類型）とは、自分の進路希望や興味・関心に合わせて学ぶための「グループ」のことで、本校では

２年生と３年生で設定しています。（１年生は全員同じ類型です。） 

① ２年生でのコース  

２年生では「文系」と「理系」に分かれて学習することになります。「文系」では国語・地歴公民といった文

系科目の授業を多く学び、「理系」では数学・理科といった理系科目を多く学びます。大学入試では文系学

部は文系科目の、理系学部では理系科目の比重が高くなっています。そのため２年生でのコース選択は将来

の進路に大きく影響しますから科目に関する興味・関心や理解度などに鑑み、総合的に判断する必要があり

ます。このコース選択は、１年生の２学期に行いますので、高等学校入学時から自身の進路についてよく考え

てください。 

② ３年生でのコース 

３年生では２年生で選んだ「文系」「理系」のコースをそのまま学習します。それぞれのコースの中で一部

の科目について選択して学んでいきます。２年生から３年生に進級する時に「文系」と「理系」を入れ替わるこ

とはできませんから注意してください。 

＊詳しくは、１年生・２年生で行われる生徒対象の類型選択説明会にて説明します。 

（２）選択科目 

本校では、「個性を生かす教育」を実践するために、選択科目を設定しています。１年生は幅広く基礎・基



本を習得する学年のため、選択科目は少なくなっていますが、学年進行に伴って選択科目を増やしています。

ただし、選択科目については、選択希望者数が少ない科目など、場合によっては開講されないこともあります

ので、学年の先生の指導に従ってください。 

（３）特別活動 

特別活動としては、ホームルーム活動・生徒会活動・学校行事があります。ホームルーム活動は、毎週１回

設定されており、「ＬＴ」と呼んでいます。この他に、始業式後や終業式後等にもホームルーム活動が設定され

ています。なお、特別活動は高等学校教育において授業と同等の重みを持つ大切なものです。教科等の学

習と同様に特別活動でも成果が認められなければ進級や卒業が認定されません。しっかりと参加・活動して

ください。 

（４）総合的な探究の時間 

本校では、「人生を切り拓く探究力」を育む学びができます。探究力はこれからの人生をより良くするため

の力であり、「主体的に学び続ける力」、「他を受け入れ協働する力」、「新たな価値を創造する力」から構成

される力です。総合的な探究の時間では、各教科の学びと関連付けながら、「課題設定→情報収集→情報

分析→まとめ・表現」という探究活動を繰り返すことで、３年間を通して探究力を伸ばしていきます。１年生で

は、まず探究活動の手法を学び、地域探究で地域の方々と連携しながら課題を発見し、課題を解決する活動

に取り組みます。２・３年生では、附高ゼミを実施しています。自分の進路目標や興味・関心に応じて所属ゼミ

を選び、サポートする高校教員、さらに愛知教育大学の先生や大学院生と共に探究活動を深めていきます。 

探究活動を充実させるためには最初の課題設定が大切になります。そして、課題を発見するためには好奇

心が必要になります。あまり難しく考える必要はありませんので、日常生活で抱く何気ない疑問（例えば、「鳥

は言葉を発しているのではないか？」、「どうしたらもっとたくさんの本を読めるだろうか？」）を大切にして、楽

しむような気持を持って探究活動に取り組んでください。きっと、そこで得た探究力は皆さんのこれからの人

生を切り拓く原動力になるはずです。 

 

６ 本校で身に付けてほしい資質・能力 

（１）豊かな人間性や社会性および国際社会で主体的に生きていくうえで必要な基礎的な教養（知識・技能） 

（２）自ら学び、自ら考え表現する力（思考・判断・表現） 

（３）学校の創意工夫を生かした教育活動の中での個性を生かす能力（学びに向かう力・人間性等） 

 

７ 毎日の学習に対する心構え 

（１）授業を大切にして授業中に理解する 

（２）分からないところをそのままにしておかない 

（３）毎日取り組む 

（４）計画を立てて集中して取り組む 

 

８ 授業の心得 

（１）教室環境を整備する 

（２）チャイムの鳴り始めで授業を始める 

（３）授業の開始・終了の挨拶をしっかり行う 



Ⅱ 考査 

１ 考査の種類 

（１）平常考査・・・教科・科目ごとに適当な方法で随時行う。 

（２）定期考査・・・１・２学期の中間と期末、および学年末に各１回行う。 

（３）再考査 ・・・学期末の評価で警告を受けた教科・科目を行う。 

 

２ 受験上の注意事項 

（１）座席は出席番号順にて受験をする。 

（２）受験に必要な用具以外は、全て鞄に入れ、始業前に教室の外に置く。 

（３）携帯電話・スマートフォン・ウェアラブル端末・タブレット端末等の電子機器の持ち込みは禁止する。電子機

器を試験会場（教室）内に持ち込んでいた場合、「不要物持ち込み」により、「不正行為」として特別指導

の対象とする。 

（４）下敷きは使用しない（ハンカチ、ティッシュの使用は監督者の許可を得る）。 

（５）時間の途中で答案を提出することは認めない。 

（６）考査に遅刻した者は、まず職員室で遅刻カードを記入した後、監督者の許可を得て入室する。理由により、

特別なはからいをすることがある。 

（７）不正行為もしくは、それとみなされるような行為をしてはならない。 

（８）定期考査を欠席した場合は、「定期考査欠席届」を担任へ提出し、指示を受ける。なお、病気による欠席を

する場合は、医療機関を受診した証明が必要となる。 

 

３ 成績の評価 

（１） １・２学期の各期末、および学年末に成績評価を行う。 

① このため、原則１・２学期の中間と期末、および学年末に各１回の定期考査を実施する。 

② １・２学期末の成績は 10段階評価による。 

学期中の定期考査の成績をもととし、その他、提出物、作品等の成績および平常の観察などによって総合的

に評価する。 

③ 学年末の成績は５段階評定による。 

④ 評定は、各教科・科目の目標に対する達成度による絶対評価で行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ 出 欠 席 

  常に時間を厳守し、正当な理由なく欠席、遅刻、早退をしないようにする。 

１ 欠席、遅刻をする場合 

   欠席、遅刻をする場合は、保護者が当日８時３０分までにＷｅｂ上で入力をすることで学校へ連絡する。 

 

２ 早退をする場合 

   やむを得ず早退をする場合は、担任（担任不在の場合は副担任他）に届ける。 

 

３ 欠課とは 

   理由のいかんを問わず、その授業に出席していない時は、欠課とする。 

 

４ 公欠（公認欠席の略） 

   公欠に関する規定 

（１）公欠は、学校が特定の集団または立場にある生徒を対外的な行事に参加させるのが適当と判断し、校長

が許可を与えた場合の欠席をいう。 

（２）公欠の認められる場合 

   ① 学校行事などの準備でやむをえないと認められる場合 

   ② 各種公式試合・公式会合に参加する場合 

   ③ その他学校が認めた場合 

 

５ 出席停止について 

学校感染症による出席停止については、「Ⅴ保健関係」の「３ 学校感染症による出席停止について」を参照

して手続きをすること。 

 

６ 忌引きについて 

   父母 …………………………… ７日以内 

   祖父母、兄弟姉妹 …………… ３日以内 

   曽祖父母、伯叔父母 ………… １日 

   父母の法要 …………………… １日 

   （注）遠方の場合は旅行日も認められることがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 



７ 台風等異常気象時における生徒の登下校について 

 

種類 自宅にいる場合の対応 学校にいる場合の対応 

名
古
屋
地
方
気
象
台
が
発
表
す
る
防
災
気
象
情
報 

特別警報 
暴風・大雪・ 

暴風雪・波浪 

自宅待機（命を守る行動を） 

解除時刻に関わらず終日休業 
原則校内待機 

警報 

暴風・暴風雪 

自宅待機 

・午前 6時 50分までに解除 

→平常授業 

・午前 11時までに解除 

→解除後２時間を経て授業 

・午前 11時以降継続 

→休業 

下校または校内待機 

大雪・波浪 平常登校 平常授業 

注意報 大雪・強風・その他 平常登校 平常授業 

レベル５ 

特別警報 

大雨・氾濫・ 

土砂災害・高潮 

自宅待機（命を守る行動を） 

解除時刻に関わらず終日休業 
原則校内待機 

レベル４ 

危険警報 

自宅待機（早めの避難を） 

解除時刻に関わらず終日休業 
下校または校内待機 

レベル３ 

警報 
平常登校 平常授業 

レベル２ 

注意報 
平常登校 平常授業 

※平常登校および平常授業の場合においても、災害の状況及び気象・交通機関・通学路の状況等を踏まえて、

休業や授業の中止を決定する。 

※生徒居住地の災害の状況及び気象・交通機関・通学路の状況等により、安全に登校できないと校長が認め

る場合は、該当生徒を自宅待機とする。 

 

８ 交通スト等による交通機関途絶の場合 

   交通機関のストライキ等により、一部の生徒が登校できない場合の扱いは、忌引きに準ずる。 

 

 

 

 

 



Ⅳ 生徒に心がけてほしいこと(生徒指導関係) 

１ 身だしなみについて 

清潔かつ公の場で附属高校の生徒として他人に不快感を与えない身だしなみを求めている。なお、スカー

トを切るなどの制服の加工は原則認めない。 

（１）冬用制服 

本校規定の紺地２ッ釦ジャケット（左襟タータンチェック柄切替しおよびネーム刺繍入）、長袖ブルー地カッ

ターシャツ（紺色レジメンタルタイ）、長袖ブルー地ブラウス（紺色レジメンタルホック式リボン）、冬用紺無地

ツータック帯付スラックス(ネーム刺繍入)、冬用タータンチェック地 20 本ヒダスカート(ネーム刺繍入)を着

用すること。スラックスにはネクタイ、スカートにはリボンを着用すること。スカートは式典時、無地紺ハイソック

ス(校名イニシャル入)を着用すること。 

防寒のために白ラインＶネック紺地セーターおよびベスト（本校指定）を着用してよい。これ以外のベスト、

セーターカーディガンについては着用を一切禁止とする。 

（２）夏用制服 

本校規定のスキッパーシャツ（胸ポケットトリミング付および校章刺繍入）、本校規定のオフ白地ウイングカ

ラーオーバーブラウス（胸ポケットトリミング付および校章刺繍入かつ紺色レジメンタルホック式リボン着用）、

本校指定の水色ポロシャツ（胸ポケット校名イニシャル付）、夏用紺無地ツータック帯付スラックス（ネーム刺

繍入）、夏用タータンチェック地 20本ヒダスカート（ネーム刺繍入）を着用すること。スカートは式典時、無地

紺ハイソックス（校名イニシャル入）を着用すること。冷房対策としてサマーカーディガン（本校指定）を着用

してもよい。 

（３）通学鞄 

特に指定はなく、スポーツバッグ等、華美でないものを使用する。 

※ただし、他の高校・中学校の通学鞄（指定）の使用は禁止する。 

（４）通学靴・靴下 

通学靴については、高価でない運動靴や黒または茶の短革靴（ローファー等）を着用する。ただし、サンダ

ル・スリッパ履きおよびブーツは禁止する。靴下について、長さは普段はハイソックスでなくてもかまわない。

ただしくるぶしが隠れる長さ以上のものをはく。入学式・卒業式等の式典（全校生徒が集まる式典）につい

ては学校指定のハイソックスをはいてくる。ハイソックスの代わりに黒タイツも可とする。ハイソックスをはい

てくる生徒はずり下げないようにする。また、スラックス着用の際には、くるぶしがかくれる程度の長さとし、

白・黒・グレーまたは紺色等、華美でない靴下を着用すること。 

※ただし、ルーズソックスは禁止とする。 

（５）上履き・体育館シューズ 

校舎内では、本校指定の上履き(学年色指定スリッパ)を着用する。また、体育館では体育館シューズを

着用する。校舎内では体育館シューズを履かない。 

（６）防寒具 

以下のとおり防寒着を着用してもよい。 

① 防寒用コート  

防寒のためのコー卜の着用を認める。特に指定はないが、制服にふさわしい色(黒・紺・茶・グレー等華

美でないものを推奨)や形のもの(ロング・ハーフサイズのオーバーコート)を着用すること。ただし、着用に



ついては登下校のみとし、授業中には着用しない。 

② 防寒用マフラー・手袋  

防寒のためのマフラー・手袋の着用を認める。また、長さについては標準的なものとし、着用する際には

長く垂らす等、危険な状態で着用しない。いずれも、着用については登下校のみとし、授業中には着用しな

い。 

③ 防寒用タイツ 

防寒のため紺色ハイソックスの代わりに、タイツ・ストッキング(黒またはベージュで無地のもの)を着用し

てもよい。ただし、タイツの上からレッグウォーマー、ニーハイ、スパッツ、レギンス、ルーズソックスの着用は制

服としては認めない。 

（７） 頭髮規定  

清潔かつ他人に不快感を与えない、奇抜でない頭髮を求めている。ただし、茶髪等の染色およびパーマ

など不必要な頭髪の加工、およびエクステ・ウイッグ等の着用は原則禁止する。また、長さについての規定

は、前髪は健康上また安全上の理由から目にかからないようにすること。 

（８） その他、注意事項 

頭髪・服装・持ち物の考え方は、清潔で他人に不快感を与えないものであることを要求している。ただし、

以下の点については特に禁止をしている。 

① ピアス・指輪・髮飾り(カチューシャ・シュシュ)など、制服にふさわしくない装飾品を身につけない。特にピ

アスの穴を開けないこと。 

② 化粧やマニキュアは制服にふさわしくない身だしなみであるためしないこと。  

③ 本校指定の制服を正しく着用する（着用規定）。制服はだらしなく見えるように着用しない、フォーマルウ

エアとして着用することが原則である。 

ア スカート丈を短く巻き上げて着用しない。ベルトでスカート丈を短くしないこと。 

イ スラックス着用の際に、いわゆる腰パン・ひきずりズボンなど、制服をだらしなく着用しない。 

ウ ネクタイ・リボンをきちんと締める。シャツ・ブラウス・ポロシャツは第一ボタンまでしっかり留め、第一ボタン

が見えない位置にネクタイ・リボンの結び目がくるようにすること。 

エ カッターシャツ・ブラウスの袖を伸ばしている時は、袖のボタンを必ず止める。なお、袖を曲げる際は、袖口

が広がったり、だらしなくならないように、きちんと折り曲げてとめること。 

オ カッター・ブラウスの裾をスラックス・スカートの外に出さない。（ただしポロシャツ除く） 

カ 制服のスカートの下に、体操服(ジャージ・ハーフパンツ等)を着用しない。 

キ アンダーウエアについては、外から見えないよう着用すること。 

ク 校舎内では学年指定色のスリッパを着用する。体育館シューズは履かないこと。 

ケ 原則として本校指定の制服であれば、夏服、冬服どちらを着用してもよい。たたし、式典(夏期を除く)お

よび学校行事など指定された日に限っては、正装等指定された服装で臨むこと。また、半袖夏服の上に

ベストおよびニットセーター、長袖シャツおよびブラウスの上着としてサマーカーディガンを着用することは

認めない。 

コ 膝掛けの使用については授業で制作したものを使用する。または、無地で黒・紺・茶・グレー・白色かつ

素材等華美でないものに限り、使用を認める(届出許可制)。 

④ 学習に不必要な物品や授業の妨げになるものは携帯しない。特に、まんが・雑誌・音楽プレーヤー・ゲー



ム・トランプ類・ 化粧道具・ガムを学校内に持ち込まない。また、携帯電話やスマートフォンについては、登

下校の安全安心を目的として、保護者との連絡に限り使用を認める。したがって、校内では授業や学習の

妨げになるため携帯電話やスマートフォンを許可なく使用しない。携帯電話やスマートフォンは、朝必ず電

源を切って、下校時まで鞄の中にしまっておくこと。 

 

２ 登下校について 

（１）欠席・遅刻連絡 

① 欠席・遅刻等の電話連絡は、必ず保護者が当日の 8：30 までに web上で行う。   

② 8：30以降の連絡については、直接学校に連絡をする。学校の電話番号（0566）36 ｰ 1881 

（２）バス乗車 

① 整列乗車をする(割り込みをしない)。 

② 席取りをしない。 

③ 乗車マナーを守り、他人に迷惑をかけない(車内での飲食・携帯電話の使用・化粧・大声での会話等)。 

④ 高齢者や身体の不自由な人、妊婦さんには席を譲る。 

（３）大学構内歩行 

大学構内指定通学路は、必ず歩道を歩く(車道を歩くのは禁止)。 

（４）寄り道をしない 

下校に際しては、下校時刻を守り、寄り道をせず、安全に帰宅し、家庭学習の時間を確保する。 

（５）自転車通学 

自転車通学届を提出し、点検を受け、許可をもらう。ただし、以下の事項を守る。 

① 自転車通学者はヘルメットを着用することが望ましい。 

② 交通ルールを遵守する。特に、二人乗り運転、並進走行、傘差し運転、無灯火、ハブステップの取付、携帯

電話・スマートフォンの操作をしながらの運転、イヤホン・ヘッドホンの着用は厳禁。通行にあたっては、必ず

道路左側を一列で走行すること。 

③ 自転車については、ハンドルの改造等がなく、高校生が毎日の通学に安全に使用できる標準的なものに

乗車すること。ビンティングペダルの付いた自転車および競技用の自転車には乗らないこと。ただし、電動ア

シスト自転車については使用してもよい。 

④ 校内では、学年ごとに決められた位置に駐輪し、鍵およびチェーンにより、ロックすること。 

⑤ 雨天時は、必ず雨ガッパを着用すること（傘差し運転厳禁） 

⑥ シティサイクル以外の自転車で通学する場合はヘルメットを着用すること。 

（６）校舎の出入り 

① 生徒玄関を利用する。 

② 靴箱(口ッカー)の指定された位置に、上履き用スリッパおよび下足(通学用靴)を入れる。 

③ 登校してから終業時まで、許可なく校外へ出てはいけない。 

（７）雨具について 

① 雨傘 

所定の場所(生徒玄関の傘立て)に置く。 

 



② レインコート・雨ガッパ 

特に指定はないが、制服にふさわしいものを着用する。自転車通学者については、反射素材等を用いた目

立つものを着用する。また、雨に濡れている場合は、自転車置場にかけておく。 

 

３ 昼食について 

（１）購買で弁当等の販売もしている(昼休みのみの営業) 

（２）昼食時に大学生協の食堂を利用したり、学校周辺の飲食店、売店等(自販機も含む)へ外出してはいけな

い(部活動時もこれに準ずる)。なお、昼食は、ホームルーム教室の自席でとること。 

 

４ 金銭の保管・貴重品の管理について 

（１）貴重品はロッカーに鍵をかけて管理すること。 

（２）私物には、かならず記名する。 

（３）紛失や拾得の場合は、指導部の盗難・拾得物係の先生へ。 

 

５ 教室間の移動や体育館、武道場への移動について 

（１）移動はすみやかに休憩時間内におこなう。 

（２）体育館内では体育館シューズを着用する。武道場内は靴、スリッパで入らない。  

 

６ 下校時刻について 

（１）夏時間(3月～9月) 

一般生徒下校時刻 17：30 

部活動生徒完全下校時刻 18：00 

(ただし、3月を除く大会前２週間は 30分の延長が申請できる) 

（２）冬時間(10月〜2月) 

一般生徒下校時刻 17：00 

部活動生徒完全下校時刻 17：30 

(ただし、大会前２週間は 30分の延長が申請できる) 

 

７ 特別指導について 

高等学校では中学校までと違い、自分のすべての行動に自分自身が責任を持つことになります。校則に違

反する行為や以下にあげる法律や法令に違反する行為は、校長訓戒などの特別指導の対象になります。 

 

無断免許取得 無免許運転 飲酒 喫煙 薬物乱用 窃盗 恐喝 暴力 暴言 怠学 器物破損 万引き  

いじめ（ネットいじめも含む） 考査不正行為 指導無視 無断アルバイト  不健全娯楽（オンラインカジノ等） 

 

 

 

 



８ その他生活一般 

（１）夜間外出は事前に保護者の許可を受ける。また、外出した時も午後 11 時までには帰宅する。（愛知県青

少年育成保護条例） 

（２）未成年者の入場禁止となっている場所への立ち入りは絶対にしない。 

（３）事故や緊急の場合は、速やかに学校へその旨を連絡する。 

（４）警察等に補導されたときは、速やかに学校に連絡をする。 

（５）アルバイトは原則として禁止する。 

（６）運転免許を取ることは原則として禁止する。 

（７）携帯電話やスマートフォンの持ち込みを認めているが、本校のルールを守れない場合は持ち込みを許可し

ない。 

（８）夜間や休日、お盆・年末年始など全学一斉休業期間における緊急連絡先 

愛知教育大学守衛所 （0566）－26－2100 

（ただし、忘れ物等で校舎を解錠することはできません） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅴ 保健関係 

本校では、自他のいのちを大切にし、心身ともに健康的な学校生活を送ることができるように自分自身の

健康管理、健康づくりを目標としています。そのために、定期健康診断や体力診断テスト等の機会、保健室の

機能を活かしてもらいたいです。自分の現状を知り、健康の保持増進に積極的に取り組んでいってほしいで

す。 

 

１ 保健室の機能 

（１）健康診断 

（２）けがや病気などの救急処置や休養 

（３）健康相談 

（４）健康に関する情報の提供及び資料の保管 

（５）独立行政法人日本スポーツ振興センター災害給付金の申請手続き 

 

２ 保健室利用規定 

（１）保健室を利用する場合 

① 保健委員が付き添い来室し、担当教員または養護教諭の指示を受ける。 

② けがの手当ては、救急処置の原則により、学校管理下で受傷したけがを初回のみ処置する。継続的な手

当ては行わない。 

③ 処置をした後は保健室利用記録用紙に記入する。 

④ 健康相談は、授業に影響しない時間帯で、養護教諭または関係する教員が行う。 

⑤ 薬品、器具等を無断で使用しない。 

 

（２）保健室で休養する場合 

① 休養する場合は、付き添った保健委員等が教科担当に連絡する。クラス担任への連絡は養護教諭が行う。 

② 休養は１時間以内を原則とし、回復の見込みがない場合は、養護教諭の助言により、担任の指示で帰宅

する。 

ア 一人で帰宅する場合は、その旨を担任が家庭に連絡して帰宅する。 

イ 一人で帰宅できない場合は、担任が家庭に連絡して、迎えを依頼する。 

 

（３）その他 

① 救急箱は、保健室と体育準備室と職員室にある。 

② 担架は、保健室と体育館にある。 

③ ＡＥＤは正面玄関の外にある。 

  



３ 学校感染症による出席停止について 

（１）学校において予防すべき感染症の種類（学校保健安全法施行規則第 18条） 

○文部科学省による出席停止になる学校感染症と出席停止期間 

種類 感染症名 出席停止期間 

第１種 

エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そ

う、南米出血熱、ペスト、マールブルグ病、ラッ

サ熱、急性灰白髄炎、ジフテリア、重症急性呼

吸器症候群、中東呼吸器症候群及び特定鳥

インフルエンザ 

治癒するまで 

第２種 

新型コロナウイルス感染症 
発症した後５日を経過し、かつ、症状

が軽快した後１日を経過するまで 

インフルエンザ（鳥インフルエンザH5N1を除

く） 

発症した後５日を経過し、かつ解熱

後２日を経過するまで 

百日咳 

特有の咳が消える、または５日間の

抗菌性物質製剤による治療終了ま

で 

麻しん（はしか） 解熱後３日を経過するまで 

流行性耳下腺炎（おたふくかぜ） 
腫れが出た後５日を経過し、かつ全

身状態が良好になるまで 

風しん（３日ばしか） 発疹が消失するまで 

水痘（水ぼうそう） すべての発疹が痂皮化するまで 

咽頭結膜熱（プール熱） 主要症状消退後２日を経過するまで 

結核 

髄膜炎菌性髄膜炎 

症状により医師によって感染のおそ

れがないと認められるまで 

第３種 

コレラ、細菌性赤痢、腸管出血性大腸菌感 

染症、腸チフス、パラチフス、流行性角結膜

炎、急性出血性結膜炎、*その他の感染症 

病状により医師によって感染のおそ

れがないと認められるまで 

 

＊その他の感染症（溶蓮菌感染症、ウイルス性肝炎、手足口病、 伝染性紅斑、ヘルパンギーナ、マイコプラズマ

感染症、流行性嘔吐下痢症など）は必要があれば、学校医の意見を聞き、第３種の感染症として措置をとる

ことができる疾患。 

（２）出席停止の手続き 

① 上記の（１）の感染症に罹患した場合は、速やかに学校に連絡をする。 

② 学校保健安全法施行規則の規定する出席停止期間休養すること。ただし、症状により学校医、その他の

医師において感染のおそれがないと認められるときは、この限りではない。 

③ 出席停止期間を終えて登校する場合は、「治癒証明書」・「インフルエンザにおける出席停止報告書」・

「新型コロナウイルス感染症における出席停止報告書」のいずれかを提出する。様式は本校のホームペー

ジ内の【在校生及び保護者の方へ】からダウンロードできる。または、医療機関の様式でもかまわない。 

 

 

http://www.auehs.aichi-edu.ac.jp/spg/spg.html#student
http://www.auehs.aichi-edu.ac.jp/spg/spg.html#student


４ 独立行政法人日本スポーツ振興センター『災害共済給付制度』について 

日本スポーツ振興センターでは、学校の管理下における災害に対し、災害共済給付を行っている。本校に

おいては、相互扶助という観点から原則として全員がこの制度に加入し、年度当初にその年の掛金を納入す

る。災害（傷害）が発生した場合は、保健室に申し出る。請求・給付の手続きは、学校を通じて行うので、学校

からの連絡を受けて必要書類を準備する。また、治療の経過を随時報告すること。 

 

５ スクールカウンセラーとの面談方法について 

学校生活や友人関係で悩んでしまう、やる気がでない、なんかモヤモヤする…などなど、胸の内を誰かに

聞いてもらうだけで気持ちが楽になることがあります。本校では、週に１回程度スクールカウンセラーが来校し

て、皆さんからの相談を受けています。希望者は予約優先で面談することができます。 

 

（１）対象者 

本校生徒及びその保護者 

（２）面談申込み方法 

① 相談室前の申込表に〇を付け、〇を付けた日時に各自で相談室を訪れる。 

② 担任・養護教諭・相談担当に予約を申し出る。予約できた面談日に相談室を訪れる。 

③ 予約がない場合のみ、直接相談室を訪れての面談が可能。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.jpnsport.go.jp/anzen/saigai/tabid/56/Default.aspx


愛知教育大学附属高等学校生徒会会則  

 

第１章 総  則 

第１条（名称）  

本会は，愛知教育大学附属高等学校生徒会と称する。  

第２条（目的） 

本会は，会員の協力と努力によって，学校生活の充実と向上をめざすことをもって目的とする。  

第３条（会員）  

本会の会員は，愛知教育大学附属高等学校の全生徒とする。会員は，会則および会の決定を忠実に履行

し，本会の発展に努力する義務を有する。  

 

第２章 役  員  

第４条（役員の定数）  

役員は，会長１名・副会長１名・書記２名・会計３名とする。  

第５条（役員の任期）  

役員の任期は，前期（５月〜10月）・後期（11月〜４月）各６ヶ月とする。ただし，再選を妨げない。  

第６条（役員の選出）  

役員は、会長 1名を含む計 7名を、会員の選挙によって選出する。 

会長は、前項の選挙において同時に選出する。ただし、会長への立候補については、立候補者の任意とす

る。選出された会長は、他の役員当選者の中から、副会長・書記・会計を指名する。 

第７条（会長・副会長の任務）  

会長は，生徒会を代表し，執行委員会を主宰し，生徒議会の召集を議長に要請し，必要に応じて生徒総会

を召集する。副会長は，会長を補佐し，会長不在の時その職務を代行する。  

第８条（書記の任務）  

書記は，生徒会活動において必要な記録の作製およびその保管にあたる。  

第９条（会計の任務）  

会計は，生徒会活動における会計の事務を行う。  

第 10条（役員の辞任）  

役員は，会員総数の過半数による不信任の要求がある時，ただちに辞任しなければならない。  

第 11条（役員空白の場合）  

役員をひき受ける会員がいなかったり，役員が不信任されたりした場合は，議会において臨時に適宜の措

置を講ずる。  

 

第３章 執行委員会  

第 12条（執行委員会の構成）  

執行委員会は役員７名および各常任委員長４名の計 11名で構成する。  

第 13条（執行委員会の任務）  

執行委員会は生徒議会に対して議案を提出し，議会の議決事項を執行するための企画・立案・広報など



の活動にあたる。  

第 14条（執行委員会の非常権限）  

執行委員会は，緊急の場合，顧問の指導のもとに議会に代わって議決権を行使することができるが，その

後すみやかに議会の承認を得なければならない。  

 

第４章 生徒議会  

第 15条（議会の地位）  

生徒議会は，生徒総会の代行機関である。  

第 16条（議会の構成）  

議会には，議員・執行委員・顧問が出席する。 議長は，必要に応じて，顧問と相談の上，議員・執行委員以

外の生徒，または顧問以外の教官の出席を求めることができる。  

第 17条（議員の選出）  

議員は，各クラスから２名ずつ選出する。 

第 18条（議員の任期）  

議員の任期は６ヶ月とする。 ただし，再選を妨げない。  

第 19条（議員の任務）  

議員は，クラスを代表して意見を述べ，議会における決議事項等をクラスに報告しなければならない。  

第 20条（議長・副議長の選出）  

議長１名・副議長１名を，議会において，議員の中から選出する。  

第 21 条（議長・副議長の任務）議長は，議会を代表し，議会を召集し，議事を司会する。 副議長は，議長を補

佐し，議長不在の時，その職務を代行する。  

第 22条（議会の開催）  

議会は，原則として月１回程度の定例議会をもち，議長がこれを召集する。 会長の要請または総議員の過

半数の要求があれば，臨時議会を開くことができる。  

第 23条（議会の成立）  

議会は，総議員の３分の２以上，および執行委員・顧問の出席によって成立する。  

第 24条（予算の承認）  

生徒会に関する予算は，議会において承認されなければならない。  

第 25条（議会における執行委員）  

執行委員は，議会において発言することはできるが，表決に加わることはできない。  

第 26条（議会の公開） 

議会は公開とする。  

 

第５章 常任委員会  

第 27条（常任委員会の種類）  

本会に次の常任委員会をおく。  

文化，体育，保健，広報  

第 28条（常任委員会の任務）  



常任委員会は，執行委員会に協力して，各種行事の計画実施にあたる。  

第 29条（常任委員会の構成）  

常任委員会は各クラスにおいて選出された委員によって構成する。各クラスにおいて選出する委員は，次

のように定める。文化・体育・保健・広報，各２名とする。 

第 30条（常任委員長の選出）  

各常任委員会において，常任委員長を選出する。 

第 31条（常任委員長の任務）  

常任委員長は，常任委員会を，必要に応じて，召集することができる。 また，常任委員長は，執行委員会に

加わる。  

 

第６章 特別委員会  

第 32条（特別委員会の設置）  

生徒議会は，必要に応じて，顧問の指導のもとに，特別委員会を設置することができる。  

 

第７章 総  会  

第 33条（総会の地位）  

生徒総会は，生徒による議決機関の最高のものである。  

第 34条（総会の召集）  

生徒会長は，必要があると認めた場合または会員の過半数が開会を要求した時，学校長の承認を得て生

徒総会を召集する権限を有する。  

第 35条（総会の成立）  

総会は，全会員の３分の２以上の出席によって成立する。 議長は，会長，または会長の指名したものがこれ

に当たる。  

 

第８章 選挙管理委員会  

第 36条 （選挙管理委員会の構成）   

選挙管理委員会は，各クラスから１名ずつ選出されたもので構成する。  

第 37条（選挙管理委員会の任務）  

選挙管理委員会は，生徒会役員および生徒会長の選挙に関する，いっさいの任務を行う。  

 

第９章 生徒会顧問・常任委員会顧問  

第 38条（顧問の任務）  

本会には，必ず数名の顧問教員をおく。顧問は，生徒議会・執行委員会および各常任委員会等の会合に

出席し，指導・助言を与える。 

 

第 10章 最高決定権  

第 39条（学校長の決定権）  

学校長は，生徒会のあらゆる問題について，最高決定権を有する。  



第 11章 補  則  

第 40条（細則）  

次の項目については，細則を別に定める。  

○生徒議会の運営に関する規約。  

○選挙管理委員会に関する規約。  

○部活動に関する規約。等  

第 41条（会則の改正）  

この会則は，総議員の３分の２以上の賛成によって生徒議会が発議し，会員の３分の２以上の賛成がある

時，改正することができる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



生徒議会規約 

 

第１条  この規約は生徒会会則第 40条に基づいて定めるものである。  

第２条  生徒議会は，生徒会会則第22条によって開催される。議会の開催日時と，主な議題については，議長が

あらかじめ議員に通告しなければならない。  

ただし，議長未決定の間は，その職務を生徒会長が代行する。  

第３条  議長は議会において，まず議員および執行委員の出席点呼をし，生徒会会則第 23 条によって，議会成

立を認めたら，開会の宣言をする。  

ただし，議会の開会までに欠席議員から議長に提出された委任状については，総議員の６分の１以内 

の数で，出席議員の人数に加えることができるものとする。  

議長は議会の進行に関して臨機の判断をくだす。 

第４条  議員または執行委員が欠席するときは，その理由を議会の開会に先だって，議長に届け出なければなら

ない。  

また，遅参の議員・執行委員は，副議長の許可を得て議席に着かなければならない。  

途中退場する場合も，副議長の許可を得なければならない。  

第５条  議員がやむをえず欠席する場合は，当該クラスのホームルーム委員が議員の代理を務める。ただし，ホー

ムルーム委員も出席不可能な場合，当該クラスにおいて，認められた者が代理を務める。また，常任委員

長が欠席する場合は，その常任委員会に属する者が代理を務める。  

第６条 議案は原則として執行委員会において審議されなければならない。  

第７条 議会の進行は次のように行う。  

１．開会宣言  

２．執行委員会より議案報告  

３．質疑・要望事項  

４．審議・採決  

５．議事録朗読  

６．生徒会顧問より指導・助言  

７．閉会宣言  

第８条  議会において発言する場合は，挙手によって発言を求め，議長の許可を得た上，起立してこれを行う。  

第９条  議決は，原則として，出席議員の多数決による。賛否同数の場合は，議長がこれを決する。  

第 10 条  生徒会予算のうち，部活動に関する予算は，部連絡会議で原案を作成し，議会においてこれを承認す

るものとする。  

第 11条  議会の傍聴者は発言権を持たず，議長の指示があるときには，これに従わなければならない。  

第 12条  生徒会会則第 22条，23条および第 41条と生徒議会規約第 13条における「総議員」とは，２月・

３ 月においては「１・２年生の全議員」を指すものとする。  

第 13条 この規約は，総議員の３分の２以上の賛成によって改正することができる。  

 

 

 



生徒会役員および生徒会長選挙規約 

 

第 1条（目的と定義） 

生徒会役員（以下、生徒会長を含む）の選挙に関する事務は、生徒会会則（第６条役員の選出等）に従って、選

挙管理委員会が行う。なお、本規約における選挙とは、原則として会長および役員の全役職を同時に選出する

一斉選挙を指す。 

第 2条（選挙管理委員会の構成と辞任） 

選挙管理委員会の構成は、生徒会会則第 36条による。ただし、選挙管理委員が役員に立候補する場合は、 

委員を辞任しなければならない。その補充は当該クラスにおいて、すみやかに行う。 

第 3条（選挙管理委員の兼職の禁止） 

選挙管理委員は、生徒会役員を兼ねることができない。ただし、クラスの役員を兼ねることはできる。 

第 4条（選挙管理委員の権利制限） 

選挙管理委員は、その在任中、選挙権および被選挙権を持たない。また、特定の候補者の選挙運動をすること 

ができない。 

第 5条（選挙管理委員と委員長の選出と召集） 

選挙管理委員長は、委員の中から 1名互選し、委員会の召集は委員長が行う。 

第 6条（選挙時期） 

選挙は、原則として 4月と 10月に行う。 

第 7条（立候補期間） 

立候補の受付は、選挙の日の７日前から 3日前（休日を除く）までの期間に行う。 

第 8条（広報活動） 

選挙管理委員会は、立候補受付初日の約 1週間前から、選挙に関する広報活動をしなければならない。 

第 9条（選挙権と被選挙権） 

生徒会の会員は、第 4条に定める選挙管理委員を除き、すべて選挙権および被選挙権を有する。 

第 10条（立候補の手続き） 

立候補者は、推薦責任者を 1名定め、選挙管理委員会が発行する用紙に本人および推薦責任者が署名の 

上、提出しなければならない。 

第 11条（ポスター） 

立候補ポスターは、選挙管理委員会の交付する用紙を用いる。ポスターの掲示枚数および場所は、選挙管理 

委員会が定める。 

第 12条（立会演説会） 

立候補者は、選挙管理委員会の定める日程により、立会演説会を行う。 

第 13条（選挙違反） 

選挙管理委員会は、明らかな選挙違反行為を認めた場合、その立候補者に警告を与え、または立候補を無効 

にする権限を持つ。 

第 14条（選挙の成立条件） 

選挙（信任投票を含む）は、全有権者の 3分の 2以上の投票があることをもって成立する。 

第 15条（当選および信任の決定） 



立候補者が定数を超える場合は、得票数の多い順に当選とする。また、立候補者が定数以下の場合は信任投 

票を行い、有効投票（白票および無効票を除いた賛成と反対の合計）の過半数によって信任されたものとする。 

第 16条（開票と立ち会い） 

開票は、選挙管理委員が、生徒会顧問の立ち会いのもとに行う。開票結果は、すみやかに全会員に知らせなけ 

ればならない。 

第 17条（会長欠員時の特例） 

生徒会長が辞任した場合には、その日から 2週間以内に、会長職を選出するための選挙を行わなければなら 

ない。 

第 18条（規約の改正） 

この規約は、生徒会会則第 40条に基づいて定めるものである。選挙管理委員会が 3分の 2以上の賛成に 

よって発議し、生徒議会において 3分の 2以上の賛成があるとき、これを改正することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



部活動規約 

 

第１章（部組織）  

第１条  部活動は，本校の教育目標にある「あたたかい人間になろう，たくましい人間になろう，おおらかな人間

になろう」の形成をめざして，各種同好者の自治活動によって運営する。  

第２条  部活動は，運動系と文化系に分ける。  

第３条 本校生徒は，希望する部に加入することができる。 

第４条  各部において，部員の互選により，部長を選出する。  

第５条  部活動への登録は，原則として年度当初の一斉ミーティング時に行う。それ以降の入退部については

各部で管理する。  

第６条  各部には，１名以上の顧問教員を置く。  

 

第２章（部連絡会）  

第７条  生徒会と各部間の連絡調整機関として，部連絡会を設ける。  

第８条  部連絡会は各部の部長および生徒会副会長と会計１名（部活動会計担当者）とで構成される。同 好

会長は出席してもよいが，議決権はない。  

第９条  生徒会副会長は，部連絡会長としてこれを主催する。また，運動系，文化系の部からそれぞれ１名ずつ

選ばれた代表者および，生徒会会計１名と共に部執行委員会を構成する。  

第 10 条  部執行委員は，部連絡会で審議する内容について事前に打ち合せを行い，原案を作成する。また，

各部の活動状況を必要に応じて調査し，部活動が適正に行われているかを監視する。  

第 11 条  部連絡会は，部活動関連の予算や部の新設および統廃合等，部活動に関するあらゆる問題に関し

て審議する。  

第 12 条  部連絡会で承認・決定された事項は，必ず部顧問会および生徒議会の承認を得なければならな 

い。  

第 13条  部連絡会は，各部部長の３分の２以上の出席によって成立する。  

 

第３章（部の新設及び廃止）  

第 14条 部の新設について  

１．部を新設するためには，その準備組織として「同好会」の設立から始めることとする。  

２．設立される同好会は，次の条件を満たしていなければならない。  

⑴ 活動に必要な学校内の施設・設備等の条件が十分に充たされていること。  

⑵ 他の部活動運営の妨げにならないこと。 

⑶ １，２年生の全員が他の部と同数程度いること。  

⑷ 永続的活動が可能と判断されること。  

⑸ 指導・監督できる顧問教員がいること。  

３．同好会の設立は，以下の手順で行う。  

⑴ 設立希望責任者は，「同好会設立願」を生徒会副会長に提出する。「同好会設立願」には， 次の事項

の記載が必要である。  



ア活動の目的 イ活動の内容   

ウ活動日および時間 エ活動場所  

オ設立希望者名 カ顧問候補者名  

⑵ 生徒会副会長は，部執行委員を集めて提出された設立願を審査した後，部連絡会に提案してその設

立の是非を審議する。  

４．設立された同好会は，活動費の援助を受けないことを除いては，一般の部と同様の校内活動を行うことが

できる。他校との練習試合や交流会を行う場合は，部連絡執行委員会の許可を必要とする。  

５．同好会から部への昇格を希望する場合は，原則として１年以上の活動実績を踏まえて「部昇格願」を生徒

会副会長に提出する。「部昇格願」は，上記「同好会設立願」と同様の書式と内容を必要とする。  

６．提出された昇格願は，上記同好会設立の手続きと同様の手続きを経て承認される。  

７．昇格の決定が成された場合は，新年度からの部としての活動が保証される。ただし，年度途中で昇格した

場合は，最低限の予算のみを請求・執行できる。  

第 15条 部の廃止等について  

１．部連絡会は，活動状況が著しく停滞，あるいは悪化している部に対して「活動状況改善勧告」を発するこ

とができる。  

２．上記の『活動状況が著しく停滞，あるいは悪化している』とは，具体的に次のような場合を言う。  

⑴ 定常的な活動がなされていない場合。あるいは，活動していても，その内容がその部本来の活動内容

や活動目的からはずれている場合。  

⑵ 活動内容やそれに伴う結果が他の部の活動や他の生徒会活動を著しく阻害していると認められる場

合。  

⑶ 活動する部員が著しく少なく，部としての活動が不可能と判断される場合。（運動系は，団体競技がで

きない状態，文化系は 10人程度）  

⑷ 対外試合や，校内外での発表会などにほとんど参加しない場合。  

⑸ 校内における活動条件を失い，部活動として存続できないと判断される場合。 

⑹ 顧問の異動等により指導が不十分になった場合。  

３．活動状況改善勧告が出されたにもかかわらずその状況がほとんど改善されない場合，部連絡会は， 該

当する部に対して，休部，廃部もしくは同好会降格のいずれかの処置を行うことができる。  

４．上記第３項の判断材料としての部員の数は，原則として，勧告が出た翌年４月の部登録後に判断する。  

５．上記第３項により同好会降格となった部は，第 14 条における新設時の同好会と同様の手続きで再び部

に昇格することができる。また休部となった部については，部員数の増加などにより，休部となった理由が

取り除かれれば，活動の再開を認められることがある。（部員名簿および活動計画書を提出する。）  

６．上記第３項により休部または同好会降格となった部について，その後１年を経過しても状況が改善されな

い場合は，廃部にすることができる。 

  

第４章（部活動関連会計）  

第 16条 部活動関連会計の予算は部執行委員が原案を作成し，部連絡会で審議する。  

第 17条 部活動関連会計は，部活動費，参加費，登録費および遠征費に分類する。  

第 18条 部活動関連会計の支出に関する細則は，別途定める。  



第５章（補  足）  

第 19条 この規約は生徒会会則第 40条に基づいて定める。  

第 20 条 この規約は，部連絡会議の３分の２以上の賛成によって発議し，生徒議会において３分の２以上の賛

成があるとき，改正することができる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



慶弔費規定について 

 

対象  

１．逝去  

⑴ 生徒本人の場合  

⑵ 生徒の両親の場合  

⑶ 教職員の場合  

⑷ 上記に準ずる場合  

２．見舞い  

⑴ 人災  

原則として１ヶ月以上の長期疾病で，療養の必要があると見なされた場合。  

⑵ 水害，火事等による被害のため，学業を継続するのに支障を生じた場合。  

生徒又は教職員が上記に該当し，執行委員会が必要と認めた場合。  

３．せん別  

教職員の転出の場合，お礼の意味として記念品程度  

○以上については，慶弔費を計上して支出するものとする。  

○執行委員会は上記を実施の上，議会に報告しなければならない。  

 

備考  

１．基準については，執行委員会が年度当初に決め，議会に報告する。  

２．この規定は，クラス内等の寄金は妨げない。  

３．この規定は，生徒会会則を適用する。  

４．この規定は，総議員の３分の２以上の賛成によって改正することができる。  

５．金額  

○１については 10,000円  

○２．⑴については， 5,000円  

○２．⑵については，10,000円  

（平成元年４月１日より）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



愛知教育大学附属高等学校同窓会会則（抄） 

 

第１条 本会は愛知教育大学附属高等学校同窓会と称する。  

第２条 本会の事務所は会長の定める場所に置く。  

第３条 本会は会員相互の親睦を深め，母校の発展に寄与することを目的とする。  

第４条 本会は次の会員によって構成する。  

１．正会員…本校卒業生  

２．準会員…本校在校生  

３．特別会員…本校の現教職員および旧教職員  

第５条 本会は第３条の目的を達成するため，次の事業を行う。  

１．会報，会員名簿などの発行   

２．母校および本会の発展ならびに後援のための諸事業  

３．その他，本会の目的達成に必要と認められる事項  

第６条 前条の事業を行うにあたり，その目的に賛同する非会員の参加，協力等は，役員会の決議により求めるこ

とができる。  

第７条 本会に次の役員を置く。  

１．会  長 １名  

２．副会長 ２名  

３．専務理事 １名  

４．常務理事 ４名  

５．理  事 12名以内  

６．監  事 ２名  

第８条  

１．会長は正会員の中より総会において選出する。  

２．副会長，専務理事，常務理事，理事は正会員の中より会長が委嘱する。  

３．監事は正会員の中より総会において選出する。  

第９条  

１．会長は本会を代表し，会務を総理する。  

２．副会長は会長を補佐し，会長の職務を代理，代行することがある。  

３．専務理事は会長の旨を受け会務を掌理する。また会長，副会長の職務を代理，代行することがある。  

４．常務理事および理事は第 17条のいずれかの局に属し，役員会の決定よって会務を分掌する。 

５．監事は本会の業務と会計を監査し，総会に報告しなければならない。  

第 10 条 役員の任期は２年とし，留任を妨げない。また任期満了の後でも後任の役員が選出あるいは委嘱され

るまでは，その職務を代行する。  

第 12条  

１．本会入会時に各クラスは１〜２名のクラス連絡委員を選出し，会長に報告する。また委員の中より学年代表１

〜２名を互選する。  

２．連絡委員などに変更があった場合は，速やかに同窓会事務局に届ける。  



３．クラス連絡委員はクラスの会員の動静などの掌握に努めなければならない。  

４．会長は必要に応じてクラス連絡委員を招集し，クラス連絡委員会を開くことができる。  

第 13条  

１．総会は本会の最高決議機関とする。  

２．定時総会は毎年１回とし，原則として５月にこれを開く。  

第 19条 本会の経費は次の項目に従って支弁する。  

１．会費  

２．寄附金  

３．前年度よりの繰越金  

４．その他の収入  

第 20条 正会員は年会費 2,000円を５年分毎に一括で納めるものとする。ただし、新入会員については、当初５

年間は年会費１,000円とする。準会員および特別会員からは会費を徴収しない。  

附 則  

１．本会則は昭和 61年８月 23日一部改正される。  

２．本会則は昭和 63年８月 20日一部改正される。  

３．本会則は平成 16年８月 28日一部改正される。  

４．本会則は令和６年５月 26日一部改正される。 


